
世
紀
の
狭
間
の
地
方
財
政

─
─
臨
時
財
政
対
策
債
制
度
の
創
設
と
そ
の
課
題
─
─

嶋　

津　
　
　

昭

は　

じ　

め　

に

筆
者
は
、
自
治
省
財
政
局
長
と
し
て
平
成
一
二
年
度
（
二
〇
〇
〇
年
度
）
と
平
成
一
三
年
度
（
二
〇
〇
一
年
度
）
の
地
方
財
政
対

策
を
担
当
し
た
。
特
に
平
成
一
三
年
度
地
方
財
政
対
策
で
は
、
臨
時
財
政
対
策
債
制
度
の
創
設
を
含
め
た
「
地
方
財
政
対
策
の
見
直

し
」
を
行
う
こ
と
に
よ
り
、
そ
の
後
の
地
方
行
財
政
の
運
営
に
少
な
か
ら
ぬ
影
響
を
与
え
る
と
と
も
に
、
国
と
地
方
の
財
政
構
造
改

革
の
道
筋
に
一
石
を
投
ず
る
こ
と
と
も
な
っ
た
。

平
成
一
三
年
度
の
「
地
方
財
政
対
策
の
見
直
し
」
は
、
こ
の
こ
と
の
み
で
は
地
方
財
政
の
財
源
不
足
の
フ
ァ
イ
ナ
ン
ス
の
方
法
を

変
更
し
た
こ
と
に
と
ど
ま
り
、
国
と
地
方
の
財
政
再
建
へ
の
道
筋
を
つ
け
た
と
言
う
こ
と
は
到
底
で
き
な
い
も
の
で
あ
る
が
、
昭
和

五
九
年
度
（
一
九
八
四
年
度
）
の
地
方
財
政
対
策
の
見
直
し
が
結
果
と
し
て
平
成
三
年
度
（
一
九
九
一
年
度
）
の
地
方
財
政
の
均
衡

に
繋
が
っ
た
よ
う
に
、
こ
の
見
直
し
が
二
一
世
紀
の
で
き
る
限
り
早
い
時
期
に
お
け
る
国
・
地
方
の
財
政
健
全
化
に
結
び
付
け
た
い

世紀の狭間の地方財政
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と
い
う
強
い
願
望
の
表
れ
で
あ
る
こ
と
は
大
方
の
関
係
者
の
理
解
を
い
た
だ
け
る
も
の
と
信
じ
て
い
る
。

そ
の
た
め
、
本
稿
で
は
、
平
成
一
三
年
度
の
「
見
直
し
」
の
前
後
の
地
方
行
財
政
を
取
り
巻
く
環
境
と
見
直
し
の
内
容
を
述
べ
る

と
と
も
に
、「
見
直
し
」
の
後
に
お
け
る
地
方
行
財
政
の
動
向
を
明
ら
か
に
す
る
こ
と
に
よ
っ
て
、
二
〇
世
紀
か
ら
二
一
世
紀
へ
と

連
な
る
世
紀
の
狭
間
の
地
方
財
政
の
姿
を
見
つ
め
る
た
め
の
手
掛
か
り
と
し
た
い
。

一　

二
一
世
紀
前
夜
の
地
方
行
財
政
を
め
ぐ
る
環
境

平
成
一
一
年
度
の
第
一
四
五
国
会
に
お
い
て
、
一
連
の
重
要
な
地
方
行
政
に
か
か
わ
る
制
度
改
革
が
行
わ
れ
た
。

そ
の
第
一
は
、
中
央
省
庁
改
革
基
本
法
が
成
立
し
、
一
府
二
二
省
庁
が
一
府
一
二
省
庁
に
再
編
さ
れ
る
こ
と
と
な
り
、
地
方
行
財

政
を
所
管
す
る
自
治
省
は
、
総
務
庁
、
郵
政
省
と
合
併
さ
れ
、
二
〇
〇
一
年
一
月
か
ら
総
務
省
と
な
る
こ
と
が
決
ま
っ
た
。
地
方
行

政
関
係
者
か
ら
は
、
政
府
の
中
で
自
治
省
が
な
く
な
る
こ
と
は
地
方
自
治
推
進
の
機
能
が
埋
没
す
る
の
で
は
な
い
か
と
の
強
い
危
惧

が
寄
せ
ら
れ
た
。
こ
れ
に
対
し
、
新
総
務
省
に
自
治
行
政
局
、
自
治
財
政
局
、
自
治
税
務
局
の
い
わ
ゆ
る
「
自
治
三
局
」
が
設
置
さ

れ
る
な
ど
自
治
省
の
機
能
は
総
務
省
に
完
全
に
継
承
さ
れ
二
一
世
紀
に
向
け
更
な
る
地
方
自
治
の
進
展
を
期
す
る
こ
と
と
な
る
と
の

説
明
が
な
さ
れ
、
大
方
の
了
解
を
得
る
こ
と
と
な
っ
た
。

更
に
、
地
方
分
権
一
括
法
が
制
定
さ
れ
、
平
成
七
年
以
降
の
地
方
分
権
推
進
委
員
会
の
答
申
内
容
が
一
挙
に
実
現
さ
れ
た
こ
と
は
、

地
方
自
治
の
歴
史
に
重
要
な
一
頁
を
刻
ん
だ
画
期
的
な
事
で
あ
っ
た
。
ま
た
、
そ
の
国
会
審
議
の
過
程
で
、
地
方
分
権
の
推
進
の
上

で
欠
く
こ
と
の
で
き
な
い
、
地
方
税
財
源
の
充
実
確
保
を
ど
う
図
っ
て
い
く
か
が
重
要
な
論
点
と
な
り
、
附
則
に
一
条
が
追
加
さ
れ
、
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「
政
府
は
、
地
方
公
共
団
体
が
事
務
及
び
事
業
を
自
主
的
か
つ
自
立
的
に
執
行
で
き
る
よ
う
、
国
と
地
方
公
共
団
体
の
役
割
分
担
に

応
じ
た
地
方
税
財
源
の
充
実
確
保
の
方
途
に
つ
い
て
（
中
略
）
必
要
な
措
置
を
講
ず
る
も
の
と
す
る
。」
こ
と
が
明
ら
か
に
さ
れ
た

こ
と
は
、
こ
の
後
の
一
連
の
地
方
行
財
政
の
改
革
の
方
向
性
を
明
ら
か
に
す
る
重
要
な
修
正
と
受
け
止
め
ら
れ
た
。

加
え
て
、
延
長
さ
れ
た
国
会
の
会
期
末
の
ぎ
り
ぎ
り
の
状
況
で
住
民
基
本
台
帳
法
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
が
成
立
し
、
住
民
基

本
台
帳
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
の
構
築
が
図
ら
れ
る
こ
と
と
な
り
、
こ
れ
が
そ
の
後
の
マ
イ
ナ
ン
バ
ー
法
制
の
整
備
へ
と
発
展
す
る
こ
と
と

な
り
、
国
・
地
方
行
政
の
基
本
的
制
度
と
な
る
だ
け
で
な
く
国
民
生
活
の
利
便
の
向
上
へ
と
繋
が
る
重
要
な
行
政
基
盤
の
整
備
が
な

さ
れ
る
こ
と
と
な
っ
た
。

こ
の
よ
う
な
環
境
の
下
で
、
平
成
一
二
年
度
（
二
〇
〇
〇
年
度
）
の
地
方
財
政
対
策
に
お
い
て
は
、
平
成
一
〇
年
度
に
行
わ
れ
た

恒
久
的
減
税
に
よ
る
減
収
の
補
填
三
兆
八
、
〇
〇
〇
億
円
に
加
え
、
通
常
収
支
の
財
源
不
足
が
九
兆
八
、
七
〇
〇
億
円
と
な
る
な
ど

地
方
財
政
は
未
曽
有
の
危
機
的
な
状
況
を
迎
え
る
こ
と
と
な
り
、
新
た
な
交
付
税
特
別
会
計
借
入
金
が
凡
そ
八
兆
円
と
な
る
な
ど
異

常
な
事
態
と
な
っ
た
。

政
府
と
し
て
は
、
本
格
的
な
景
気
回
復
の
た
め
二
兎
は
追
わ
な
い
と
い
う
基
本
方
針
の
下
に
、
こ
の
数
年
、
消
費
税
率
の
引
き
上

げ
に
伴
う
先
行
減
税
（
平
成
六
年
度
）
と
景
気
対
策
の
た
め
財
政
再
建
法
の
停
止
（
平
成
一
〇
年
）
と
恒
久
的
減
税
の
実
施
な
ど
の

一
連
の
経
済
財
政
運
営
を
し
た
結
果
で
あ
り
、
覚
悟
の
上
と
し
か
言
い
よ
う
の
無
い
状
況
で
も
あ
っ
た
。「
土
壇
場
で
踏
み
止
ま
る
」

と
い
う
表
現
が
あ
る
が
、
財
政
関
係
者
と
し
て
は
、
平
成
一
二
年
度
こ
そ
が
ま
さ
に
そ
の
時
点
で
あ
る
と
考
え
な
け
れ
ば
な
ら
な
い

状
況
と
言
え
よ
う
。
そ
の
後
の
平
成
一
二
年
度
の
予
算
を
審
議
す
る
予
算
委
員
会
に
お
い
て
、
野
党
の
委
員
は
ニ
ュ
ー
ヨ
ー
ク
タ
イ

ム
ズ
の
ト
ッ
プ
記
事
を
取
り
上
げ
、「
政
府
の
こ
の
特
別
会
計
借
入
金
は
、
国
債
で
も
な
い
八
兆
円
の
異
常
な
借
入
金
（unusual 
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debt

）
が
計
上
さ
れ
て
い
る
。
日
本
の
予
算
は
お
か
し
い
」
と
、
宮
沢
大
蔵
大
臣
に
迫
っ
た
。
大
蔵
大
臣
の
答
弁
は
、「
そ
の
記
事

の
と
お
り
異
常
な
借
金
で
あ
る
」
と
答
弁
さ
れ
た
。
こ
の
こ
と
は
平
成
一
三
年
度
の
「
地
方
財
政
の
見
直
し
」
へ
の
一
つ
の
き
っ
か

け
と
な
っ
た
。二　

平
成
一
三
年
度
（
二
〇
〇
一
年
度
）
の
地
方
財
政
対
策

〈
平
成
一
三
年
度
の
地
方
財
政
対
策
の
前
提
〉

平
成
一
三
年
度
の
地
方
財
政
対
策
の
検
討
に
際
し
て
、
そ
の
前
提
と
な
る
論
点
を
整
理
す
る
と
以
下
の
通
り
で
あ
る
。

第
一
に
、
平
成
一
二
年
度
末
に
お
け
る
国
・
地
方
の
長
期
債
務
残
高
は
六
四
二
兆
円
（
国
四
八
四
兆
円
、
地
方
一
八
四
兆
円
）
と

G
D
P
比
一
二
五
%
と
な
り
、
欧
米
先
進
諸
国
と
比
較
し
て
も
突
出
し
た
赤
字
残
高
と
な
っ
て
い
る
。
地
方
の
借
入
金
残
高
一
八

四
兆
円
の
内
訳
は
、
交
付
税
特
別
会
計
借
入
金
二
六
・
三
兆
円
、
財
源
対
策
債
一
二
・
七
兆
円
、
減
税
補
て
ん
債
七
・
五
兆
円
、
減

収
補
て
ん
債
四
・
六
兆
円
な
ど
で
あ
り
、
平
成
三
年
度
（
一
九
九
一
年
度
）
末
の
六
九
・
三
兆
円
と
較
べ
一
一
五
兆
円
増
と
大
幅
に

増
加
し
て
い
る
が
、
こ
の
う
ち
以
上
示
し
た
特
例
的
借
入
金
が
約
四
割
の
五
〇
・
五
兆
円
を
も
占
め
て
い
る
こ
と
に
注
目
す
る
必
要

が
あ
る
。

特
に
、
交
付
税
特
会
借
入
金
の
総
額
三
八
・
一
兆
円
の
う
ち
、
地
方
負
担
と
し
て
将
来
償
還
す
べ
き
額
が
二
六
・
三
兆
円
に
達
し
、

平
成
一
二
年
度
の
法
定
分
の
地
方
交
付
税
一
三
・
二
兆
円
の
約
二
倍
に
達
し
て
い
る
。
即
ち
既
に
二
年
分
の
将
来
の
交
付
税
を
先
食

い
し
て
い
る
ま
こ
と
に
異
常
な
状
況
と
な
っ
た
。
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ち
な
み
に
、
後
述
す
る
昭
和
五
九
年
度
（
一
九
八
四
年
）
の
地
財
対
策
の
見
直
し
の
時
点
で
の
地
方
負
担
分
の
特
会
借
入
金
は
、

五
・
八
兆
円
、
そ
の
時
点
の
法
定
分
の
地
方
交
付
税
は
八
兆
円
で
あ
り
、
〇
・
七
年
分
に
相
当
し
て
い
た
こ
と
か
ら
考
え
て
も
こ
の

借
入
金
総
額
の
厳
し
さ
は
、
言
う
ま
で
も
な
い
。

第
二
に
、
交
付
税
特
会
借
入
金
の
主
た
る
借
入
先
で
あ
る
資
金
運
用
部
（
大
蔵
省
理
財
局
所
管
の
特
別
会
計
）
に
お
い
て
、
財
政

投
融
資
制
度
の
改
革
の
結
果
、
郵
便
貯
金
、
厚
生
年
金
等
が
自
主
運
用
と
な
っ
た
た
め
、
そ
の
原
資
が
涸
渇
し
、
平
成
一
二
年
度
の

新
規
借
入
金
八
兆
円
は
や
む
な
く
、
交
付
税
特
別
会
計
に
お
い
て
市
中
金
融
機
関
か
ら
の
短
期
借
入
（
六
か
月
）
に
よ
り
調
達
す
る

こ
と
と
な
っ
た
（
前
述
の
予
算
委
で
の
論
議
に
結
び
つ
く
も
の
で
あ
る
。）。
実
務
的
な
対
応
と
し
て
は
運
用
部
借
入
に
較
べ
、
低
利

で
の
調
達
が
可
能
と
な
り
、
利
子
負
担
の
面
で
は
魅
力
的
で
も
あ
る
が
、
こ
の
額
が
今
後
増
し
て
い
っ
た
場
合
、
短
期
金
融
市
場
の

動
向
に
左
右
さ
れ
、
リ
ス
ク
要
因
と
な
る
懸
念
を
抱
え
る
こ
と
と
な
る
。

第
三
に
、
見
え
る
化
改
革
の
一
環
と
し
て
国
の
バ
ラ
ン
ス
シ
ー
ト
（
平
成
一
一
年
度
末
）
試
算
が
発
表
さ
れ
た
が
、
交
付
税
特
別

会
計
借
入
金
三
八
兆
円
は
、
国
の
債
務
に
は
表
示
さ
れ
な
か
っ
た
の
で
あ
る
。
地
方
交
付
税
特
会
で
の
三
八
兆
円
の
借
入
金
は
国
・

地
方
の
長
期
債
務
で
あ
る
こ
と
は
明
ら
か
に
さ
れ
て
い
る
が
、
国
の
バ
ラ
ン
ス
シ
ー
ト
で
は
、
特
別
会
計
間
の
債
権
・
債
務
は
相
殺

さ
れ
て
見
え
て
来
な
い
結
果
と
な
っ
て
い
る
。

こ
の
よ
う
な
政
府
内
の
変
則
的
な
債
権
・
債
務
の
取
り
扱
い
は
、
国
・
地
方
の
将
来
に
対
す
る
財
政
責
任
を
不
透
明
に
し
て
い
る

と
の
批
判
は
免
れ
得
な
い
で
あ
ろ
う
。
加
え
て
、
地
方
負
担
の
交
付
税
特
会
借
入
金
も
、
三
、
三
〇
〇
の
個
別
の
地
方
団
体
に
と
っ

て
自
ら
が
償
還
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
現
実
の
借
入
金
と
し
て
認
識
す
る
こ
と
に
も
無
理
が
あ
ろ
う
。
こ
の
よ
う
な
政
府
内
で
の
特

別
会
計
借
入
金
方
式
に
よ
る
財
源
の
補
填
は
、
そ
の
規
模
や
期
間
も
含
め
て
考
え
れ
ば
、
国
と
地
方
の
双
方
の
財
政
ル
ー
ル
を
麻
痺
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さ
せ
る
危
険
な
手
法
で
あ
る
と
考
え
ざ
る
を
得
な
い
。

最
後
に
、
近
時
の
地
方
財
政
の
歴
史
を
ふ
り
返
る
と
昭
和
五
〇
年
代
の
二
度
の
石
油
シ
ョ
ッ
ク
に
よ
る
我
が
国
の
景
気
の
落
ち
込

み
に
対
応
し
て
、
地
方
財
政
は
毎
年
度
二
兆
円
を
超
す
大
幅
な
財
源
不
足
の
状
況
が
続
き
、
昭
和
五
八
年
度
ま
で
に
一
一
・
五
兆
円

の
交
付
税
特
会
の
累
積
借
入
金
を
抱
え
る
こ
と
と
な
っ
た
こ
と
は
先
に
も
触
れ
た
。

加
え
て
そ
の
当
時
の
運
用
部
か
ら
の
借
入
金
利
子
は
六
％
強
で
あ
っ
た
た
め
、
そ
の
借
入
金
利
子
が
単
年
度
で
七
、
〇
〇
〇
億
円

に
も
の
ぼ
り
、
利
子
の
国
・
地
方
間
の
負
担
を
巡
り
、
争
い
が
続
い
た
。
そ
の
こ
と
も
あ
っ
て
昭
和
五
九
年
度
地
方
財
政
対
策
の
見

直
し
に
よ
り
、
交
付
税
特
別
会
計
借
入
金
方
式
を
将
来
に
向
け
廃
止
し
、
以
降
は
一
般
会
計
の
負
担
に
よ
る
特
例
加
（
減
）
算
制
度

を
導
入
す
る
こ
と
と
な
っ
た
。

そ
の
際
、
既
存
の
借
入
金
の
二
分
の
一
は
、
国
の
国
債
整
理
基
金
へ
と
引
取
ら
れ
、
残
余
の
五
・
八
兆
円
は
、
地
方
負
担
で
返
済

す
る
こ
と
と
さ
れ
た
。
そ
の
後
の
経
済
は
、
バ
ブ
ル
の
到
来
と
も
言
わ
れ
た
が
国
・
地
方
と
も
に
税
収
の
自
然
増
を
も
た
ら
す
こ
と

と
も
な
っ
た
た
め
、
地
方
の
借
入
金
は
、
平
成
三
年
度
ま
で
に
全
額
繰
り
上
げ
償
還
さ
れ
た
。
そ
の
後
平
成
六
年
度
の
消
費
税
率
の

引
き
上
げ
に
伴
う
特
別
減
税
に
よ
る
地
方
財
政
の
財
源
不
足
の
補
填
の
た
め
の
借
入
ま
で
新
た
な
特
会
借
入
が
行
わ
れ
る
こ
と
は
な

か
っ
た
の
で
あ
る
。
こ
の
見
直
し
と
そ
の
後
の
経
過
は
地
方
財
政
の
運
営
に
当
た
っ
て
も
貴
重
な
経
験
と
し
て
生
か
さ
れ
て
行
か
な

け
れ
ば
な
ら
な
い
と
考
え
ら
れ
る
。

〈
平
成
一
三
年
度
（
二
〇
〇
一
年
度
）
の
地
方
財
政
政
策
〉

平
成
一
三
年
度
の
地
方
財
政
の
姿
と
し
て
は
、
前
年
度
に
較
べ
地
方
税
収
は
順
調
に
伸
び
る
一
方
、
歳
出
面
で
は
国
の
景
気
対
策

に
呼
応
し
て
、
地
方
単
独
事
業
費
（
一
七
・
五
兆
円
）
を
確
保
し
、
地
方
公
共
団
体
へ
も
そ
の
予
算
化
へ
の
協
力
を
呼
び
か
け
る
と
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と
も
に
、
創
設
二
年
度
目
に
な
る
介
護
保
険
制
度
の
実
施
の
支
援
な
ど
の
積
極
的
な
福
祉
政
策
を
盛
り
込
む
こ
と
と
な
っ
た
。

こ
の
た
め
、
平
成
一
三
年
度
の
地
方
財
政
の
収
支
見
通
し
と
し
て
、
財
源
不
足
額
は
一
〇
・
六
兆
円
と
前
年
度
よ
り
拡
大
す
る
こ

と
と
な
り
、
そ
れ
に
対
し
て
財
源
対
策
債
等
の
通
常
の
収
支
不
足
対
策
を
講
じ
た
の
ち
、
最
終
的
に
五
・
九
兆
円
の
財
源
不
足
を

国
・
地
方
で
協
議
し
て
対
応
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
こ
と
と
な
っ
た
。

こ
の
状
況
は
、
当
然
な
が
ら
平
成
八
年
度
以
降
六
年
連
続
し
て
の
交
付
税
法
第
六
条
の
三
第
二
項
に
基
づ
く
状
況
と
な
り
、
平
成

一
〇
年
度
か
ら
平
成
一
二
年
度
ま
で
定
め
ら
れ
た
特
別
会
計
か
ら
借
り
入
れ
、
国
・
地
方
で
折
半
負
担
す
る
ル
ー
ル
も
期
限
を
迎
え

た
た
め
、
地
方
財
政
の
立
場
と
し
て
前
述
の
よ
う
な
国
と
地
方
の
財
政
の
環
境
を
も
考
え
、
白
紙
の
立
場
か
ら
議
論
が
始
め
ら
れ
た
。

前
述
の
前
年
度
予
算
審
議
に
際
し
て
の
宮
沢
大
蔵
大
臣
の
答
弁
は
、
非
常
に
重
み
の
あ
る
も
の
と
し
て
受
け
止
め
な
け
れ
ば
な
ら

な
い
し
、
加
え
て
財
政
投
融
資
制
度
の
改
革
の
動
き
を
踏
ま
え
て
も
、
従
来
の
交
付
税
特
別
会
計
か
ら
の
借
入
方
式
を
こ
れ
以
上
続

け
る
こ
と
は
不
適
当
と
考
え
ら
れ
、
抜
本
的
に
こ
れ
を
見
直
す
こ
と
が
必
要
で
あ
る
と
い
う
認
識
で
は
、
国
・
地
方
双
方
の
地
方
財

政
関
係
者
の
考
え
方
は
方
向
を
一
つ
に
し
て
い
た
。
財
源
不
足
に
対
し
て
、
国
・
地
方
が
折
半
し
て
対
処
す
る
と
い
う
基
本
的
な

ル
ー
ル
は
過
去
の
地
方
財
政
対
策
の
経
緯
及
び
国
と
地
方
の
現
下
の
税
財
源
の
配
分
状
況
か
ら
こ
れ
を
変
更
す
べ
き
も
の
で
は
な
い

と
考
え
ら
れ
た
。
そ
の
た
め
借
り
入
れ
を
止
め
る
以
上
、
国
の
負
担
分
は
一
般
会
計
か
ら
の
借
入
れ
に
よ
る
加
算
措
置
（
実
質
的
に

は
赤
字
国
債
の
追
加
発
行
）
を
講
ず
る
こ
と
、
そ
れ
を
前
提
と
し
地
方
負
担
分
は
、
三
、
三
〇
〇
の
地
方
団
体
が
、
自
ら
地
方
財
政

法
上
の
特
例
と
な
る
赤
字
地
方
債
（
臨
時
財
政
対
策
債
）
を
発
行
し
、
財
源
調
達
を
す
べ
き
と
の
新
し
い
方
式
を
導
入
す
る
こ
と
を

地
方
の
立
場
か
ら
国
へ
申
し
入
れ
る
こ
と
と
し
た
。
こ
れ
に
対
し
て
、
国
の
財
政
当
局
は
、
基
本
的
な
方
向
と
し
て
地
方
財
政
対
策

の
見
直
し
を
首
肯
し
な
が
ら
も
、
現
下
の
国
の
財
政
状
況
か
ら
一
般
会
計
に
お
い
て
巨
額
の
赤
字
公
債
の
発
行
を
余
儀
な
く
さ
れ
る

世紀の狭間の地方財政
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こ
と
が
公
債
発
行
額
の
縮
減
を
目
指
そ
う
と
す
る
宮
沢
大
蔵
大
臣
の
考
え
方
に
反
し
、
国
の
予
算
編
成
の
骨
格
を
揺
る
が
す
問
題
で

あ
る
と
い
う
基
本
的
な
対
立
状
態
が
年
末
ま
で
続
い
た
。

一
二
月
一
八
日
の
宮
澤
大
蔵
大
臣
と
片
山
自
治
大
臣
の
折
衝
に
お
い
て
自
治
大
臣
か
ら
国
、
地
方
の
責
任
分
担
の
明
確
化
を
図
る

た
め
平
成
一
三
年
～
平
成
一
五
年
度
ま
で
の
制
度
改
正
と
し
て
、
国
の
一
般
会
計
か
ら
の
繰
り
入
れ
と
地
方
が
臨
時
財
政
対
策
債
を

発
行
し
て
直
接
借
入
れ
す
る
財
源
不
足
の
新
た
な
補
填
方
式
を
提
案
し
た
。
但
し
、
平
成
一
三
年
度
は
財
源
不
足
の
二
分
の
一
に
つ

い
て
は
従
来
の
特
別
会
計
借
入
金
方
式
を
併
用
す
る
こ
と
を
最
終
提
案
し
た
。
宮
澤
大
蔵
大
臣
は
こ
の
提
案
を
高
く
評
価
さ
れ
、
即

ち
に
了
承
さ
れ
た
の
で
あ
っ
た
。

平
成
一
三
年
度
に
お
け
る
新
旧
方
式
の
併
用
は
、
国
の
予
算
に
お
け
る
赤
字
公
債
発
行
の
急
増
の
抑
制
と
地
方
側
に
お
い
て
も
地

方
交
付
税
の
総
額
へ
の
影
響
の
激
変
緩
和
と
し
て
行
わ
れ
る
も
の
で
あ
る
か
ら
、
平
成
一
四
年
度
以
降
は
新
し
い
ル
ー
ル
に
よ
り
、

財
源
不
足
の
補
填
は
国
の
一
般
会
計
加
算
と
同
額
の
地
方
団
体
の
特
例
地
方
債
（
臨
時
財
政
対
策
債
）
の
発
行
に
よ
り
行
わ
れ
る
も

の
で
あ
る
（
た
だ
し
、
平
成
一
四
年
度
対
策
に
お
い
て
も
更
な
る
激
変
緩
和
措
置
が
加
え
ら
れ
た
た
め
、
結
果
的
に
は
三
ヶ
年
度
か

け
て
新
措
置
へ
の
移
行
と
な
っ
た
。）。

こ
の
結
果
平
成
一
三
年
度
の
地
方
交
付
税
総
額
は
、一
般
会
計
に
よ
る
加
算
二
兆
四
〇
〇
億
円
（
う
ち
臨
時
財
政
対
策
分
一
兆
四
、

四
〇
〇
億
円
程
度
）
を
加
え
て
二
〇
兆
三
、
五
〇
〇
億
円
程
度
（
前
年
対
比
△
五
％
）
と
な
っ
た
。

な
お
、
国
の
予
算
の
一
般
会
計
に
計
上
さ
れ
る
地
方
交
付
税
（
一
五
兆
九
、
二
一
一
億
円
）
と
地
方
特
例
交
付
金
九
、
〇
一
八
億

円
を
合
わ
せ
た
地
方
財
政
へ
の
支
出
合
計
は
一
六
兆
八
、
二
三
〇
億
円
と
な
り
前
年
度
と
比
べ
て
一
兆
八
、
九
二
六
億
円
（
一
二
・

七
％
）
と
い
う
大
幅
な
増
加
と
な
っ
た
。
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ま
た
こ
こ
で
新
た
に
創
設
さ
れ
る
臨
時
財
政
対
策
債
は
、
地
方
の
一
般
財
源
の
不
足
に
対
処
す
る
た
め
に
発
行
す
る
と
い
う
趣
旨

を
踏
ま
え
、
基
準
財
政
需
要
額
の
一
部
を
振
り
替
え
る
こ
と
に
よ
り
、
個
別
団
体
へ
発
行
額
を
配
分
す
る
も
の
で
あ
る
。
こ
の
た
め
、

こ
の
地
方
債
の
元
利
償
還
金
は
そ
の
全
額
を
将
来
の
基
準
財
政
需
要
額
へ
算
入
す
る
こ
と
と
さ
れ
た
。

三　
「
平
成
一
三
年
の
地
方
財
政
対
策
の
見
直
し
」
後
の
地
方
財
政
の
推
移

〈
財
政
構
造
改
革
論
争
の
活
発
化
〉

平
成
一
三
年
の
地
方
財
政
対
策
の
見
直
し
の
結
果
、
国
の
予
算
編
成
の
上
で
は
表－

1
に
見
る
様
に
地
方
交
付
税
の
予
算
計
上
額

は
赤
字
国
債
に
よ
る
加
算
額
を
加
え
て
急
増
す
る
こ
と
と
な
っ
た
。
特
に
、
国
の
加
算
額
は
、
平
成
一
三
年
度
二
兆
円
、
平
成
一
四

年
度
三
・
五
兆
円
、
平
成
一
五
年
度
五
・
八
兆
円
と
急
増
を
続
け
、
総
理
大
臣
の
公
約
で
あ
る
赤
字
国
債
の
発
行
限
度
三
〇
兆
円
を

遵
守
す
る
上
で
も
大
き
な
障
害
と
な
り
、
国
の
毎
年
度
の
予
算
編
成
の
上
で
社
会
保
障
関
係
費
と
並
ん
で
地
方
財
政
関
係
費
が
、
二

大
歳
出
項
目
と
し
て
歳
出
削
減
の
タ
ー
ゲ
ッ
ト
と
な
ら
ざ
る
を
得
な
い
状
況
と
な
っ
た
。

一
方
、
地
方
団
体
の
眼
か
ら
み
る
と
、
見
直
し
の
結
果
、
従
来
の
交
付
税
の
加
算
額
（
特
会
借
入
金
）
の
半
分
と
は
い
え
、
自
ら

調
達
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
赤
字
地
方
債
（
臨
時
財
政
対
策
債
）
に
置
き
換
え
ら
れ
た
こ
と
な
ど
に
よ
り
見
直
し
の
プ
ロ
セ
ス
で
交

付
税
総
額
が
毎
年
減
額
さ
れ
、
そ
の
額
は
三
年
間
で
三
兆
円
に
達
す
る
こ
と
と
な
っ
た
。

こ
れ
に
加
え
て
見
直
し
完
了
時
の
平
成
一
六
年
度
に
は
、
思
い
切
っ
た
地
方
財
政
計
画
の
歳
出
の
抑
制
を
行
っ
た
こ
と
も
あ
り
、

単
年
度
で
一
般
財
源
で
あ
る
地
方
交
付
税
と
臨
時
財
政
対
策
債
合
計
で
二
・
九
兆
円
が
カ
ッ
ト
さ
れ
全
国
の
地
方
団
体
へ
大
き
な
衝

世紀の狭間の地方財政
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撃
と
し
て
受
け
止
め
ら
れ
た
。
地
方
団
体
は
、「
止
め
処
な
く
減
り
続
け
る
交

付
税
」
に
不
安
の
念
を
強
め
る
こ
と
と
な
っ
た
。

平
成
一
三
年
度
か
ら
平
成
一
五
年
度
に
か
け
て
行
わ
れ
た
「
地
方
財
政
対
策

の
見
直
し
」
は
一
方
で
は
、
国
の
予
算
の
上
で
増
え
続
け
る
交
付
税
の
特
例
加

算
を
通
じ
て
、
財
政
再
建
の
上
で
見
逃
す
こ
と
と
で
き
な
い
論
点
と
し
て
交
付

税
制
度
の
存
在
を
浮
き
彫
り
に
し
、
他
方
、
地
方
団
体
に
と
っ
て
国
の
財
政
再

建
路
線
の
下
で
「
止
め
ど
な
く
削
減
さ
れ
る
地
方
交
付
税
」
と
し
て
受
け
止
め

ら
れ
、
結
果
と
し
て
地
方
交
付
税
制
度
の
在
り
方
を
一
挙
に
地
方
財
政
論
争
の

表
舞
台
へ
と
押
し
上
げ
る
こ
と
と
な
っ
た
。

〈
地
方
分
権
改
革
の
流
れ
と
地
方
財
政
〉

平
成
七
年
に
設
置
さ
れ
た
地
方
分
権
推
進
委
員
会
は
、
累
次
の
勧
告
の
な
か

で
、
地
方
分
権
の
観
点
に
立
っ
て
、
地
方
交
付
税
制
度
、
地
方
債
制
度
な
ど
地

方
財
政
に
関
す
る
基
本
的
な
し
く
み
の
改
革
に
関
す
る
重
要
な
提
案
が
行
わ

れ
、
そ
れ
ぞ
れ
制
度
の
見
直
し
が
実
行
さ
れ
る
こ
と
と
な
っ
た
。

ま
た
、
最
終
的
な
勧
告
を
待
っ
て
地
方
分
権
一
括
法
が
提
案
さ
れ
一
九
九
九

年
の
国
会
で
成
立
し
、
翌
二
〇
〇
〇
年
四
月
に
施
行
さ
れ
た
こ
と
は
既
に
述
べ

た
。
そ
の
際
、
修
正
追
加
さ
れ
た
地
方
税
財
源
の
充
実
確
保
に
関
す
る
方
策
が

表－ 1 　地方財政の状況と交付税総額等の推移

平成 6 年度 平成12年度 平成13年度 平成14年度 平成15年度 平成16年度 平成17年度 平成18年度

財源不足額 5.9 13.4 14.2 14.1 17.4 14.1 11.2 8.7

国の予算の地方
交付税等　※ 2
対前年度伸率

12.8
年平均
2.6％増

14.9 16.8

11.3％

17.0

1.1%

17.3

1.6%

16.3

－6.3%

15.5

－5.2%

14.6

－6.2%

うち一般会計
加算額 0.2 0.8 2.0 3.5 5.8 4.2 2.6 1.2

地方財政計画上の
地方交付税
対前年度伸率

15.5
年平均
6.3％増

21.4 20.3

－5.2%

19.5

－4.1%

18.1

－8.2%

16.9

－7.0%

16.9

0.1%

15.9

－6.2%

うち特別会計
借入金 2.9 8.1 4.3 3.6 2.0 1.8 1.6 1.2

臨時財政対策債 ― ― ― 1.4 3.2 5.9 4.2 3.2 2.9

※ 1 　当初ベースの数値
※ 2 　 国の予算の地方交付税等には、地方特例交付金のうち、国庫補助負担金の一般財源化等に伴

うもの（H ⑮1,172億円、H ⑯2,309億円、H ⑰6,292億円）以外を含めている。

（単位：兆円）
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そ
の
後
引
き
続
き
議
論
さ
れ
る
こ
と
と
な
っ
た
。
政
府
は
そ
の
一
環
と
し
て
平
成
一
四
年
六
月
「
骨
太
の
方
針
二
〇
〇
二
」
を
閣
議

決
定
し
、
国
庫
補
助
金
、
地
方
交
付
税
、
税
源
移
譲
を
含
む
税
財
源
配
分
の
あ
り
方
を
一
体
的
に
検
討
す
る
「
三
位
一
体
の
改
革
」

を
進
め
る
こ
と
を
明
ら
か
に
し
た
。
こ
の
改
革
に
は
、
地
方
六
団
体
も
直
ち
に
賛
同
し
、
主
体
的
に
参
画
す
る
こ
と
と
な
っ
た
。

三
年
後
の
平
成
一
七
年
一
二
月
二
七
日
小
泉
内
閣
は
「
地
方
に
で
き
る
こ
と
は
地
方
に
」
と
の
ス
ロ
ー
ガ
ン
を
具
体
化
す
る
「
三

位
一
体
の
改
革
」
を
閣
議
決
定
し
た
。そ
の
内
容
は
国
庫
補
助
負
担
金
の
改
革
を
平
成
一
六
年
～
平
成
一
八
年
の
間
に
四
・
七
兆
円
、

国
か
ら
地
方
へ
の
税
源
移
譲
三
兆
円
（
所
得
税
を
減
額
、
県
民
税
、
市
町
村
民
税
の
増
額
）、
地
方
交
付
税
の
改
革
（
平
成
一
六
年

か
ら
平
成
一
八
年
）
五
・
一
兆
円
と
い
う
大
規
模
な
改
革
に
結
実
す
る
こ
と
と
な
っ
た
。
特
に
、
こ
れ
ま
で
例
の
な
い
国
税
か
ら
地

方
税
へ
の
大
規
模
な
税
源
移
譲
が
実
現
し
た
こ
と
は
ま
さ
に
画
期
的
な
も
の
で
あ
っ
た
。

な
お
、
こ
の
地
方
分
権
改
革
の
大
き
な
側
面
の
一
つ
と
し
て
、
市
町
村
合
併
の
推
進
の
流
れ
が
あ
っ
た
。
平
成
一
〇
年
西
田
自
治

大
臣
と
野
中
官
房
長
官
が
協
議
し
て
、
政
府
・
自
民
党
を
あ
げ
て
市
町
村
合
併
に
取
り
組
も
う
と
し
て
、
与
党
と
し
て
の
市
町
村
の

合
併
目
標
「
一
、
〇
〇
〇
」
が
打
ち
出
さ
れ
た
。
政
府
・
与
党
の
一
致
し
た
取
り
組
み
の
下
で
市
町
村
の
合
併
は
順
調
に
進
み
一
九

九
九
年
末
の
時
点
で
三
、
二
三
二
団
体
の
市
町
村
が
現
在
ま
で
で
一
、
七
四
一
団
体
に
ほ
ぼ
半
減
す
る
成
果
を
見
せ
て
い
る
。
こ
の

合
併
の
推
進
に
は
地
方
財
政
上
、
合
併
特
例
債
な
ど
の
特
別
の
措
置
を
講
じ
て
い
る
が
、
大
き
く
考
え
て
、
地
方
財
政
対
策
の
見
直

し
を
も
踏
ま
え
た
、
地
方
の
才
出
の
抑
制
や
地
方
交
付
税
の
総
額
の
抑
制
基
調
が
強
ま
り
、
究
極
の
行
政
改
革
と
し
て
地
方
自
治
体

の
側
が
市
町
村
合
併
へ
と
向
か
う
こ
と
と
な
っ
た
と
考
え
て
も
良
い
の
だ
ろ
う
。

世紀の狭間の地方財政
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四　

 

地
方
財
政
の
見
直
し
と
、
そ
の
後
の
中
長
期
的
な
地
方
財
政
の
状
況

〈
リ
ー
マ
ン
シ
ョ
ッ
ク
以
前
の
地
方
財
政
〉

図

－

1
に
見
る
よ
う
に
、
平
成
一
三
年
度
か
ら
平
成
一
五
年
度
ま
で
の
地
方
財
政
対
策
の
見
直
し
と
平
成
一
六
年
か
ら
平
成
一
八

年
ま
で
の
三
位
一
体
の
改
革
が
連
続
す
る
こ
と
に
よ
り
、
平
成
一
九
年
度
に
お
い
て
前
年
度
で
の
折
半
対
象
財
源
不
足
の
解
消
に
至

る
道
筋
を
辿
る
こ
と
と
な
っ
た
。
或
る
意
味
で
は
、
昭
和
五
九
年
度
（
一
九
八
四
年
度
）
の
見
直
し
の
後
、
平
成
三
年
度
（
一
九
九

一
年
）
～
平
成
五
年
度
（
一
九
九
三
年
）
の
地
方
財
政
の
均
衡
へ
の
道
筋
と
似
通
っ
た
状
況
と
も
言
え
よ
う
。

そ
の
直
後
の
二
〇
〇
八
年
（
平
成
二
〇
年
）
九
月
の
リ
ー
マ
ン
シ
ョ
ッ
ク
以
降
の
国
・
地
方
の
財
政
悪
化
に
関
し
て
は
、
本
稿
で

は
取
り
上
げ
な
い
こ
と
と
し
た
い
。

一
方
で
、
図－

2
に
見
る
よ
う
に
、
現
在
ま
で
の
地
方
財
政
の
借
入
金
残
高
の
状
況
を
見
る
と
、
平
成
一
三
年
度
以
降
の
地
方
財

政
の
借
入
金
残
高
が
平
成
二
九
年
度
の
一
九
五
億
円
に
至
る
ま
で
総
体
と
し
て
横
ば
い
状
態
で
あ
る
こ
と
が
見
て
と
れ
る
。
し
か
し

平
成
一
三
年
度
に
創
設
さ
れ
た
臨
時
財
政
対
策
債
の
発
行
残
高
は
、
平
成
二
九
年
度
末
に
お
い
て
五
三
兆
円
の
巨
額
に
達
し
て
お

り
、
平
成
二
九
年
度
の
法
定
率
分
の
地
方
交
付
税
一
四
・
八
億
円
に
対
し
て
、
三
・
六
倍
に
達
し
て
い
る
こ
と
は
、
平
成
一
三
年
度

見
直
し
の
着
視
点
か
ら
し
て
も
到
底
、
想
像
し
が
た
い
状
況
で
あ
る
こ
と
は
間
違
い
な
い
。

ま
た
、
図－

3
に
見
る
よ
う
に
、
リ
ー
マ
ン
シ
ョ
ッ
ク
以
降
に
お
け
る
臨
時
財
政
対
策
債
の
発
行
額
は
、
ピ
ー
ク
時
の
平
成
二
二

年
度
を
過
ぎ
て
漸
減
し
て
お
り
、
近
年
は
折
半
対
象
分
の
臨
時
財
政
対
策
債
の
新
規
発
行
額
が
著
し
く
減
少
し
て
い
る
こ
と
は
方
向
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（
1/2）1.5兆

円

（
1/2）1.5兆

円
（

1/2）1.5兆
円

3.1兆
円

3.1兆
円

4.5兆
円

4.5兆
円

H
28

（
16.7兆

円
）

〈
△

0.3%
〉

H
28

（
16.7兆

円
）

〈
△

0.3%
〉

法
定

率
分

15.0兆
円

法
定

率
分

15.0兆
円

そ
の

他
1.3兆

円
そ

の
他

1.3兆
円

機
構

準
備

金
の

活
用

 0.2兆
円

機
構

準
備

金
の

活
用

 0.2兆
円

（
1/2）0.3兆

円
（

1/2）0.3兆
円

（
1/2）0.3兆

円
（

1/2）0.3兆
円

3.5兆
円

3.5兆
円

3.8兆
円

3.8兆
円

H
29

（
16.3兆

円
）

〈
△

2.2%
〉

H
29

（
16.3兆

円
）

〈
△

2.2%
〉

（
22.8兆

円
）

〈
+4.5%

〉
（

22.8兆
円

）
〈

+4.5%
〉

（
23.9兆

円
）

〈
+5.1%

〉
（

23.9兆
円

）
〈

+5.1%
〉

（
21.1兆

円
）

〈
△

12.0%
〉

（
21.1兆

円
）

〈
△

12.0%
〉

（
20.1兆

円
）

〈
△

4.5%
〉

（
20.1兆

円
）

〈
△

4.5%
〉

（
18.8兆

円
）

〈
△

6.5%
〉

（
18.8兆

円
）

〈
△

6.5%
〉

（
17.8兆

円
）

〈
△

5.2%
〉

（
17.8兆

円
）

〈
△

5.2%
〉

（
18.2兆

円
）

〈
+2.3%

〉
（

18.2兆
円

）
〈

+2.3%
〉

（
21.0兆

円
）

〈
+15.0%

〉
（

21.0兆
円

）
〈

+15.0%
〉

（
24.6兆

円
）

〈
+17.3%

〉
（

24.6兆
円

）
〈

+17.3%
〉

（
23.5兆

円
）

〈
△

4.3%
〉

（
23.5兆

円
）

〈
△

4.3%
〉

（
23.6兆

円
）

〈
+0.2%

〉
（

23.6兆
円

）
〈

+0.2%
〉

（
23.3兆

円
）

〈
△

1.3%
〉

（
23.3兆

円
）

〈
△

1.3%
〉

（
22.5兆

円
）

〈
△

3.4%
〉

（
22.5兆

円
）

〈
△

3.4%
〉

（
21.3兆

円
）

〈
△

5.3%
〉

（
21.3兆

円
）

〈
△

5.3%
〉

（
20.5兆

円
）

〈
△

3.7%
〉

（
20.5兆

円
）

〈
△

3.7%
〉

（
20.4兆

円
）

〈
△

0.6%
〉

（
20.4兆

円
）

〈
△

0.6%
〉

法
定

率
分

14.8兆
円

法
定

率
分

14.8兆
円

そ
の

他
0.5兆

円
そ

の
他

0.5兆
円

機
構

準
備

金
の

活
用

 0.4兆
円

機
構

準
備

金
の

活
用

 0.4兆
円

（
1/2）0.7兆

円
（

1/2）0.7兆
円

3.4兆
円

3.4兆
円

（
1/2）0.7兆

円
（

1/2）0.7兆
円

4.0兆
円

4.0兆
円

交
付

税
総

額
交

付
税

総
額臨
時

財
政

対
策

債
臨

時
財

政
対

策
債

※〈
　

〉書
き

は
対

前
年

伸
率

※〈
　

〉書
き

は
対

前
年

伸
率

0.3兆
円

0.3兆
円

0.3兆
円

0.3兆
円

地
方

交
付

税
と

臨
時

財
政

対
策

債
の

合
算

額
地

方
交

付
税

と
臨

時
財

政
対

策
債

の
合

算
額

図
−
１

　
地

方
交

付
税

等
総

額
（

当
初

）
の

推
移

（
H

12～
H

29）
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198
198

199
199

○
地
方
財
政
は
、29年

度
末
見
込
で
約
200兆

円
も
の
巨
額
の
借
入
金
残
高
を
抱
え
て
い
る
。

200

150

100500

70％

60％

50％

40％

30％

20％

10％

0％

195
195

32209053

32209352

兆
円※
１
　
地
方
の
借
入
金
残
高
は
、平
成
27年

度
ま
で
は
決
算
ベ
ー
ス
、平
成
28年

度
は
実
績
見
込
み
、平
成
29年

度
は
年
度
末
見
込
み
。

※
２
　
Ｇ
Ｄ
Ｐ
は
、平
成
27年

度
ま
で
は
実
績
値
、平
成
28年

度
は
実
績
見
込
み
、平
成
29年

度
は
政
府
見
通
し
に
よ
る
。

※
３
　
表
示
未
満
は
四
捨
五
入
を
し
て
い
る
。

交
付
税
特
会
借
入
金
残
高（
地
方
負
担
分
）

公
益
企
業
債
残
高（
普
通
会
計
負
担
分
）

臨
財
債
除
く
地
方
債
残
高

臨
財
債

地
方
の
借
入
金
残
高（
企
業
会
計
負
担
分
を
除
く）/GDP

元
2
3
4
5
6
7
8
9
10
11
12
13
14
15
16
17
18
19
20
21
22
23
24
25
26
27
28
29
年
度

（
参
考
）公
営
企
業
債
残
高（
企
業
会
計
負
担
分
）の
状
況

年
度

H元19
H220

H321
H422

H524
H625

H726
H828

H929
H10
30

H11
31

H12
32

H13
33

H14
33

H15
33

H16
33

H17
32

H18
32

H19
31

H20
30

H21
30

H22
29
H23
28
H24
27
H25
26
H26
25
H27
25
H28
24

H29
（
単
位
：
兆
円
）

23
公
営
企
業

債
残
高

201
201

201
201

201
201

200
200

200
200

199
199

197
197

199
199

200
200

201
201

201
201

198
198

193
193

188
188

181
181

174
174

163
163

150
150

139
139

125
125

106
106

9191

7979
7070

6767
6666

35.2%

14.8%

図
−
２

　
地

方
財

政
の

借
入

金
残

高
の

状
況
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性
と
し
て
健
全
化
へ
の
歩
み
を
進
め
て
い
る
よ
う
に
も
見
え

る
の
で
あ
る
。

図－

4
の
地
方
財
政
計
画
の
歳
出
の
推
移
を
見
て
み
る
と

平
成
一
三
年
度
の
八
九
・
三
兆
円
を
ピ
ー
ク
と
し
て
平
成
二

九
年
度
ま
で
横
這
い
も
し
く
は
微
減
し
て
い
る
こ
と
は
、
同

時
期
に
お
け
る
国
の
予
算
と
対
比
し
て
み
る
と
極
め
て
特
徴

的
で
あ
る
と
言
え
る
。
そ
の
主
要
な
要
因
は
補
助
、
単
独
の

投
資
的
経
費
が
平
成
一
三
年
度
の
二
七
兆
円
か
ら
平
成
二
九

年
度
の
一
一
兆
円
へ
と
激
減
し
て
い
る
た
め
で
あ
る
こ
と

は
、
す
ぐ
に
理
解
で
き
る
。
特
に
地
方
単
独
事
業
費
は
平
成

一
三
年
度
の
一
七
・
五
兆
円
か
ら
平
成
二
九
年
度
の
五
・
六

兆
円
へ
と
大
幅
に
減
少
し
て
い
る
こ
と
が
み
て
と
れ
る
。
こ

の
著
し
い
減
少
の
主
要
な
理
由
と
し
て
は
、
地
方
財
政
対
策

と
し
て
赤
字
地
方
債
の
発
行
を
し
て
一
般
財
源
を
調
達
す
る

こ
と
を
全
て
の
地
方
公
共
団
体
で
義
務
づ
け
ら
れ
た
結
果
、

建
設
地
方
債
の
発
行
を
主
た
る
原
資
と
し
て
事
業
化
を
図
る

投
資
単
独
事
業
の
執
行
に
抑
制
的
に
な
ら
ざ
る
を
得
な
く

10

8

6

4

2

0

（兆円）

（年度）

（※表示未満は四捨五入）

　 折半対象分　　 折半対象外分

19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29

2.6

2.6

2.8

2.8

2.8

5.1

7.7

5.4

2.3

3.8

2.3

6.2

3.8

6.1

2.3

3.6

6.2

2.6

5.6

2.6

3.0

1.5

4.5

3.1

0.3

3.8

3.1

0.7

4.0

3.4

2.4

図− ３　臨時財政対策債の発行額（計画ベース）
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元
2
3
4
5
6
7
8
9
10
11
12
13
14
15
16
17
18
19
20
21
22
23
24
25
26
27
28
29
年
度

そ
の
他

公
債
費

投
資
的
経
費

社
会
保
障
関
係
費
等

の
一
般
行
政
経
費

給
与
関
係
費

1009080706050403020100

（
兆
円
）

歳
出
の
ピ
ー
ク

24 21 27 13 89.35

24 21 25 13 87.65

23 21 23 14 86.25

23 22 21 14 84.75

23 23 20 13 83.85

23 25 17 13 83.25

23 26 15 13 83.16

22 27 15 13 83.46

22 27 14 13 82.66

22 29 12 13 82.16

21 31 11 13 82.56

21 31 11 13 81.96

20 32 11 13 81.97

20 33 11 13 83.46

20 35 11 13 85.36

20 36 11 13 85.86

20 37 11 13 86.66

24 20 28 12

88.95

17 12 21 6 62.86

18 13 21 6 67.19

20 14 23 6 70.99

21 15 24 6 74.48

22 16 27 7 76.45

22 16 29 9 80.94

23 17 30 8 82.55

23 18 31 9 85.35

23 18 31 10 87.15

23 19 29 10 87.15

24 19 29 11 88.55

近
年
の
地
方
財
政
計
画
の
歳
出
は
、高
齢
化
の
進
行
等
に
よ
り
社
会
保
障
関
係
費（
一
般
行
政
経
費
に
計
上
）が
増
加
す
る
一
方
で
、行
政
改
革
等
に
よ

り
、給
与
関
係
経
費
や
投
資
的
経
費
が
減
少
し
て
い
る
こ
と
か
ら
、全
体
と
し
て
は
抑
制
基
調
に
あ
る
。

図
−
４

　
地

方
財

政
計

画
の

歳
出

の
推

移
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な
っ
た
こ
と
が
大
き
く
影
響
し
て
い
る
こ
と
は
、
容
易
に
理
解
で
き
る
。
更
に
市
町
村
合
併
が
進
行
し
相
対
的
に
一
つ
の
団
体
の
管

理
す
る
公
共
施
設
の
種
類
と
数
が
拡
大
し
た
こ
と
な
ど
も
影
響
し
て
い
る
と
も
考
え
ら
れ
る
。

五　

今
後
の
課
題

現
在
の
国
・
地
方
財
政
の
構
造
は
、
平
成
一
三
年
度
と
比
し
て
も
国
、
地
方
と
も
に
深
刻
な
状
態
に
あ
る
こ
と
は
言
う
ま
で
も
な

い
。国

の
平
成
三
〇
年
度
の
予
算
編
成
を
見
て
も
二
〇
二
〇
年
の
基
礎
的
財
政
収
支
の
黒
字
化
を
先
送
り
す
る
こ
と
を
宣
言
し
た
う
え

で
、
二
〇
一
九
年
の
消
費
税
率
引
上
げ
を
見
据
え
た
政
策
づ
く
り
を
明
確
に
し
て
い
る
。

筆
者
は
現
下
の
国
・
地
方
の
財
政
状
況
か
ら
見
て
も
今
後
と
も
国
・
地
方
そ
れ
ぞ
れ
が
自
ら
の
財
政
再
建
目
標
を
立
て
そ
の
目
標

に
向
け
て
そ
れ
ぞ
れ
が
確
実
な
方
策
を
積
み
重
ね
て
い
く
べ
き
も
の
と
考
え
て
い
る
。

地
方
財
政
に
関
し
て
筆
者
の
考
え
る
財
政
再
建
の
手
順
は
大
略
、
次
の
通
り
で
あ
る
。

第
一
の
ス
テ
ッ
プ
は
毎
年
度
の
地
方
財
政
に
お
け
る
財
源
不
足
を
速
や
か
に
解
消
す
る
こ
と
で
あ
る
。

平
成
三
〇
年
度
の
地
方
財
政
対
策
を
見
て
も
、
折
半
対
象
の
財
源
不
足
額
は
限
り
な
く
少
な
く
な
り
、
そ
の
解
消
も
視
野
に
入
っ

て
き
た
。

第
二
の
ス
テ
ッ
プ
は
、
交
付
税
特
別
会
計
借
入
金
（
三
二
兆
円
）
の
縮
減
解
消
で
あ
る
。
こ
れ
ら
は
国
の
赤
字
国
債
残
高
と
同
じ

も
の
と
考
え
る
む
き
も
あ
る
が
、
地
方
の
場
合
は
将
来
の
税
と
交
付
税
と
い
う
一
般
財
源
を
原
資
と
し
て
計
画
的
に
償
還
或
い
は
縮
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減
し
て
い
く
こ
と
に
な
り
、
言
わ
ば
、
身
銭
を
払
っ
て
返
還
し
て
い
か
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
も
の
で
あ
る
。
現
在
の
特
会
借
入
金
の

償
還
計
画
に
よ
れ
ば
平
成
六
四
年
度
ま
で
か
け
て
償
還
す
る
こ
と
に
し
て
い
る
が
絵
に
描
い
た
餅
の
よ
う
な
計
画
に
も
見
え
る
。

第
三
の
ス
テ
ッ
プ
は
臨
時
財
政
対
策
債
、
減
税
補
填
債
な
ど
の
特
別
の
借
入
金
の
計
画
的
な
償
還
で
あ
る
。
特
に
臨
財
債
は
交
付

税
特
会
借
入
金
の
代
替
措
置
で
あ
り
、
将
来
財
政
状
態
に
余
裕
が
生
じ
た
場
合
、
減
債
基
金
を
設
け
そ
の
繰
り
上
げ
償
還
を
図
る
こ

と
な
ど
も
必
要
と
な
ろ
う
。

最
近
、
地
方
団
体
の
各
種
の
基
金
へ
の
積
立
額
の
増
加
が
、
地
方
財
政
の
余
裕
を
表
し
て
い
る
と
の
指
摘
が
あ
る
が
、
地
方
の
側

か
ら
見
る
と
そ
れ
ぞ
れ
の
団
体
の
臨
時
財
政
対
策
債
残
高
の
累
増
な
ど
の
危
機
的
財
政
状
況
に
対
す
る
リ
ス
ク
対
応
の
た
め
の
や
む

を
得
ざ
る
措
置
と
位
置
づ
け
ら
れ
る
も
の
と
も
考
え
ら
れ
る
。

更
に
国
と
地
方
の
財
政
の
着
実
な
再
建
を
進
め
る
た
め
に
は
、
来
る
べ
き
二
〇
一
九
年
の
消
費
税
率
引
き
上
げ
の
着
実
な
実
施
と

そ
の
後
の
財
政
健
全
化
に
向
け
た
新
た
な
ス
テ
ッ
プ
が
必
要
と
な
ろ
う
。
そ
の
際
は
、
国
と
地
方
が
手
を
た
ず
さ
え
て
車
の
両
輪
の

よ
う
に
取
り
組
ま
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
と
信
じ
て
い
る
。

す
な
わ
ち
、
真
の
財
政
再
建
は
中
央
政
府
が
孤
独
に
進
め
て
で
き
る
も
の
で
は
な
く
、
一
、
八
〇
〇
の
都
道
府
県
と
市
町
村
が
こ

れ
に
呼
応
し
て
主
体
的
に
取
り
組
む
こ
と
に
よ
り
、
国
と
地
方
の
財
政
再
建
へ
の
歩
み
が
揃
わ
な
け
れ
ば
実
現
す
る
こ
と
が
で
き
な

い
も
の
な
の
で
あ
る
。

平
成
一
三
年
度
の
「
地
方
財
政
対
策
の
見
直
し
」
は
そ
の
基
本
的
な
方
向
と
し
て
、
こ
の
こ
と
を
実
現
し
よ
う
と
す
る
も
の
で
も

あ
る
。

（
公
益
財
団
法
人
ラ
グ
ビ
ー
ワ
ー
ル
ド
カ
ッ
プ
２
0
１
９
組
織
委
員
会
事
務
総
長
）
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